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研究成果の概要（和文）：サードセクターの社会ネットワーク構造は震災前からスケールフリー・ネットワーク
であり、ランダムな攻撃に対し頑強で、情報伝播が早いという構造特性から、効率的に情報や資金などの資源を
流通させていたと考えらる。地域の社会ネットワーク上の位置こそが、社会的課題の解決効率を規定しており、
また、社会ネットワークは地域の歴史における協働の慣習の構築の影響を受けて存在している。

研究成果の概要（英文）：The social network structure of the third sector is a scale free network 
from before the earthquake disaster, its structural characteristics are robust against random 
attacks, and information propagation is fast. It seems that this effectively circulated resources 
such as information and funds. The position on the social network spatially regulates the solution 
efficiency of social problems. Social networks also exist under the influence of the establishment 
of collaboration practices in regional history.
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１．研究開始当初の背景 
阪神・淡路大震災への対応などを経て、非
営利セクター（サードセクター）側の被災者
支援の動きは大まかに 2つの流れに整理され
たと考えられる。ひとつは「復興まちづくり」
であり、建築・都市計画領域の研究者・実践
家が中心となり、住民主体の社会的仕組みに
まで整理された。もうひとつは「災害ボラン
ティア」であり、阪神・淡路大震災時の「ボ
ランティア元年」という言葉に代表される動
きは、主として社会福祉協議会における「災
害ボランティアセンター」の仕組み化につな
がった。 
しかし、阪神・淡路大震災を契機に制定さ
れた「特定非営利活動促進法」に多くを負う
ことは間違いないものの、東日本大震災では
この 2つの流れの系譜に属するとは言い切れ
ない「NGO／NPO」、「支援団体」、「社会的
企業」といった言葉に代表されるサードセク
ターの組織が大きな影響力を持つに至って
いる。例えば「特定非営利活動法人ジャパ
ン・プラットフォーム」などの国際人道支援
の NGOや各県の「連携復興センター」など
は、広い意味でのまちづくりにかかわっては
いるが、建築・都市計画領域の「まちづくり」
にかかわっているわけではなく、また、個人
の無償の活動を強く想起させる「ボランティ
ア」という言葉で括るには、あまりに組織化
されていることから的確ではない 
本研究以前に研究代表者を中心に実施し
たサードセクターの組織（被災者支援団体）
に配布したアンケート調査（1,420 団体に配
布、有効回答 543団体、国が実施した調査の
規模を上回る東日本大震災支援団体向けの
大規模調査）では、2011年度に支援団体が被
災者支援に活用した資金約 81 億円のうち、
62.8%が国際人道支援 NGO などを中心とす
る関東に主たる事務所をおく支援団体によ
り利用されており、被災 3県に主たる事務所
をおく支援団体は、わずか 14.0%しか利用し
ていなかった。2012 年度もこの傾向は変わ
らず、約 101億円のうち、関東：72.8%、被
災 3県 17.7%である。ここから読み取れるの
は長期間にわたって復興の担い手となるだ
ろう地元の非営利組織の資金面での影響力
は限定的であったことである。 
 しかし、影響力の大きい地元の非営利組織
には被災地外出身のリーダーが少なからず
参画している。また、被災地における唯一の
大都市「仙台」では支援や復興において地元
非営利組織の影響力が強い。 
 そのため、リーダーの参入やサードセクタ
ーの組織の集積に代表されるように、都市を
中心に非営利セクターのうちに蓄積された
人的資本（Human Capital）・社会関係資本
(Social Capital)を被災地域においてどの程
度活用可能であるかが、災害からの回復力＝
レジリエンス（Resilience）を規定する重要
な要因ではないかとの仮説が考えられる。 
 

２．研究の目的 
復興支援におけるサードセクターの人的
資本と社会関係資本の蓄積・活用状況の震災
前後の変化、この変化が引き起こす非営利組
織の創出・変化や地域構造の変化を把握する
ことで上記仮説を検証する。 
 
３．研究の方法 
【統計的研究：東日本大震災のリーダーの人
的資本・社会関係資本の実態把握】 
 東日本大震災の非営利組織で活躍するリ
ーダーに蓄積された人的資本を学歴・資格・
企業経験などを中心に明らかにすると同時
に、リーダー間で蓄積されている社会関係資
本を彼らのつながりを社会ネットワーク調
査によって捉えることから明らかにする。 
【事例研究：人的資本・社会関係資本の活用
状況からみた非営利組織の形成プロセスの
把握】 
東日本大震災被災3県の中間支援組織であ
る各県「連携復興センター」や代表的な非営
利組織の形成プロセスを人的資本・社会関係
資本の活用状況からみて把握する。 
【地域研究：非営利セクターを中心とした地
域構造の変化の把握】 
 震災を契機とした具体地域での非営利セ
クターの変化（人的資本や社会関係資本など
の資本蓄積）が引き起こす地域構造の変化を
分析する。 
 
４．研究成果 
(1)サードセクターの社会ネットワーク（図）
の構造は、震災前から調査時点までの 8時点
すべてで、ベキ分布：P(k)～k-γで表される、
スケールフリー・ネットワーク（Barabási 
and Albert 1999）であった。ベキ分布回帰に
おけるγは 2.053～2.322、決定係数 R2 は
0.904～0.944と、極めて明瞭なスケールフリ
ー性をいずれの時点においても維持してい
る（表）。インターネット（γ=2.1）やハリ
ウッド映画の俳優の共演関係（γ=2.3）に代
表されるスケールフリー・ネットワークは、
少数のハブにリンクが集中するため、ランダ
ムな攻撃に対し頑強で、情報伝播が早いとい
う特性を構造上もつ。社会的課題に対応する
サードセクターもこの構造特性を利用し、効
率的に情報や資金などの資源を流通させて
いたと考えられ、また、震災前からその構造
が変わらないことから、震災にかかわらない
全国的なものであることが示唆される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 サードセクターの社会ネットワーク（調

査時点） 
 
表 各時点のスケールフリー・ネットワーク
モデル（ベキ分布：P(k)～k-γ）回帰における

γと決定係数 R2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)サードセクターが震災に起因する社会的
課題に対する解決策を生み出す効率を、市町
村などの地域ごとにみると、サードセクター
の組織の密度や都市規模などと相関してお
らず、社会ネットワーク上の位置がもたらす
情報伝播性の良さと相関していた。つまり、
地域内外の社会ネットワークの張り巡らせ
方が、社会的課題の解決効率を規定している
と考えられる。 
 
(3)社会ネットワークのハブとなる人物の典
型像は中間支援組織に所属し、他セクターと
兼業していたり、商工団体などへの加入経験
があったりする、セクター間の境界連結を行
いやすい人物である。 
 
(4)サードセクターと他セクターの調整事例
を検討すると、中間支援組織に所属するハブ
となる人物が、地域や全国域のサードセクタ
ーにまつわる情報を効率的に取得すること
で、政府などの他セクターの対境担当者と交
渉し、政策策定に影響をもたらしていた。ま
た、政府などの他セクターもサードセクター
のハブからもたらされる情報を利用してい
た。 
 
(5)社会ネットワークの量や、社会的課題の解
決効率がとびぬけて高い仙台市について、歴
史的に検討すると、革新自治体であった 1960
年代以降の広報広聴政策を中心として、市民

参画やサードセクターの組織との連携協調
を行うことを是とする慣習やルールを構築
してきていた。結果として、震災前の時点で
サードセクターが媒介となった社会ネット
ワークが、地域内外に張り巡らされ、その社
会ネットワークを通じて震災後のセクター
を越えた連携協調が行われた。また、社会ネ
ットワークを経由して、被災地外から様々な
資源がもたらされ、それを活用することで、
社会的課題の解決策を生み出していった。 
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